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船井総研ホールディングス、社長の中谷でございます。日頃より当社グループをご支援いただき、

ありがとうございます。 

本日は私から、ご覧の内容についてご説明させていただきます。なお、8 月 4 日に公表いたしまし

た決算概要書をもとにご説明させていただきますが、時間も限られておりますので、説明資料を抜

粋しております。資料の詳細につきましては、当社ホームページをご覧いただくか、当社 IR・広

報室にお問合せいただきましたら、別途ご説明の場を設けさせていただきますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

それでは、2022 年 12 月期第 2 四半期の決算概要からご説明させていただきます。 
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まず、収益状況について説明いたします。 

売上高は 122 億 5,800 万円で、前期比でプラス 10.9%。営業利益は 37 億 4,900 万円、前期比プラ

ス 14.3%。経常利益は 37 億 7,900 万円、前期比プラス 13.9%。四半期純利益は 25 億 9,600 万円

で、前期比プラス 15.0%となり、過去最高の業績を達成することができました。 

売上高は、経営コンサルティング事業におきましては月次支援コンサルティングやプロジェクト業

務、またリスティング広告業務が好調に推移いたしました。またロジスティクス事業においては、

今期計画を上回るペースで業績を伸ばし、好調を維持しております。 

利益面においては、コンサルティング活動のリアルな営業活動の強化に伴う旅費交通費の増加や、

コンサルタントの採用費、人件費が増加したものの、営業利益率 30%の高い利益率を引き続き維

持しております。 
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続きまして、通期の業績予想に対する進捗状況です。 

当社の第 2 四半期累計の計画値は、売上高 123 億円、営業利益 36 億円の計画でございましたの

で、売上高はほぼ計画どおり、営業利益は計画を上回る結果となりました。 

売上については、当社は下期にいくほど売上が積み上がっていく収益構造となっておりますため、

中間期で 48.5%の進捗は想定の範囲内と考えております。 

第 2 四半期だけを切り取ってみますと、売上でプラス 7.9%、営業利益でプラス 4.1%と 1 桁成長に

とどまりました。 

要因としては、1 月から 3 月の第 1 クォーターのセミナーの仕掛けが遅れたことにより、第 1 四半

期の受注残が増えず、それが第 2 四半期の売上に影響したことによるものです。ただし直近のセミ

ナー開催状況や、6 月末の受注残高が過去最高に積み上がったことから、最終的に 2 桁成長の計画

値を達成できる見通しであることは変わりございません。 
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次に、セグメント別の実績をご説明させていただきます。 

当社のセグメントは三つございますが、その主力は経営コンサルティング事業です。右のグラフの

とおり、売上高、営業利益のいずれも構成比の大半を占めておりますが、この経営コンサルティン

グ事業の業績は売上高 91 億 8,200 万円、前期比プラス 6.5%。営業利益は 32 億 600 万円、前期比

プラス 6.2%という結果となりました。 

次にロジスティクス事業は、売上高は 18 億 5,700 万円、前期比プラス 40.3%。営業利益は 2 億

4,800 万円、前期比プラス 66.0%となり、大幅な増収増益となりました。 

その他事業に関して、今期は大幅な増益となっております。内訳をご説明しますと、今期からその

他事業に含まれております旧ダイレクトリクルーティング事業において、第 2 四半期累計で約

7,000 万円の営業利益を上げたことによるものです。 

ちなみに、昨年同期は約 1,400 万円の営業赤字でした。コロナで大きく落ち込んでいた採用環境も

徐々に改善し、原価率および販管費のコントロール、また顧客単価が上がったことによるもので、

今期は月次ベースで営業利益が出る体質に転換できており、ようやく設立 5 年目で黒字化となり、

今後もグループへの利益貢献ができる見通しとなっております。 
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続きまして、こちらは経営コンサルティング事業の業務区分別の売上の状況になります。 

当社の収益の柱であります月次支援は、毎期成長を続けております。第 2 四半期累計でプラス

3.3%、額でいうと約 2 億円の前年比プラスとなりました。 

経営研究会は、会員制の経営者集合型勉強会です。こちらはセミナーからの新規の契約、入会は引

き続き苦戦傾向が続いておりますが、既存顧客に関しましてはオンラインでの会の運営が定着でき

たこともあり、ほぼ横ばいという実績になっております。 

第 1 四半期に出遅れました公開型セミナーにつきましては、船井総合研究所において改めてセミナ

ーの企画、開催に力を入れたことに伴い、第 2 四半期では売上はほぼ横ばいの実績となりました。

なお開催数、参加者数では昨年を上回り、受注も取れてきております。 

公開型セミナーについては単体の収益よりも、むしろコンサルティング受注獲得につなげることを

目的としております。 

次に、リスティング広告は WEB 広告運用代行サービスのことを指します。こちらはコロナ以降、

ますます成長を続けており、今期も引き続き好調にアカウント数を伸ばし、プラス 25.9%で順調に

拡大を続けております。 
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こちらは経営コンサルティング事業の業種区分別の売上状況になります。 

長引くコロナ禍の影響で各業界、急激な経営状況の変化があり、当社の対象業種別の売上も大きく

ばらつきが出ております。 

コロナ禍でよく厳しいといわれております外食、フードなどは、このグラフの右側にありますとお

り大幅減となっておりますが、当社の売上構成比の大きい部門ほど、昨対プラスで推移しておりま

す。 

またグラフの黄色い部分は価値向上支援、およびデジタル化支援領域の売上を示しております。過

去におきましては、ほとんどが青色の成長実行支援でございましたが、現在注力しております DX

コンサルティングや AI、ロボティクスを活用したコンサルティングなども、実績が出始めており

ます。 
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続きまして、ロジスティクス事業について説明いたします。 

全体としては先ほどのセグメント別の実績でご説明したとおりです。ご覧のとおり、物流オペレー

ション業務はコロナ禍の巣ごもり需要に適応した顧客企業の物流増加が続き、ネット通販事業を中

心に好調に推移しております。 

一方、利益率の高い物流コンサルティング業務においても、物流企業向けコンサルティング部門、

荷主企業向けコンサルティング部門、ともにコンサルティング受注が順調に、計画を大きく上回る

ペースで推移しております。 
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ここまでセグメント別の業績等をご説明してまいりましたが、少し切り口を変えて、当社グループ

で定義しております DX 関連サービスを切り出した実績数値がこちらになります。 

主に当社グループで DX 関連サービスと定義しておりますものは、四つございます。一つ目が船井

総合研究所の「DX ソリューションコンサルティング」。二つ目が船井総合研究所と船井総研デジ

タルによる、「リスティング広告」といわれる WEB 広告の運用代行サービス。三つ目が HR 

Force によります「リクルーティングクラウド」というサービス名で行っております AI 採用クラ

ウドサービス。そして四つ目が、こちらも船井総研デジタルが行っております「システム開発売

上」。この四つになります。 

DX という切り口は、それぞれの会社でさまざまな定義をされていると思います。当社では単なる

デジタルツールの導入ではなく、ビジネスモデルやビジネスプロセスの変更を伴うサービスやソリ

ューションを提供しているものを「DX 関連サービス」と定義しております。この定義に基づきま

すと、昨年対比で 28.7%増となっており、構成比も売上全体の約 20%を占める領域となってまい

りました。伸び率でいいますと、今後の業績を伸ばすエンジンはこの分野にあるのは間違いござい

ません。今後もこの領域を拡充するために、資源を集中していく考えであります。 
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またその一環を後ほどご説明いたしますが、この 7 月に船井総研デジタルを発足させた背景にもな

っております。 

 

以上が 2022 年度第 2 四半期の決算概要の説明でございました。ここからは今年が最終年度となり

ます中期経営計画の進捗状況について、引き続き説明をさせていただきます。 

この 2022 年は、当社中期経営計画の最終年度です。よって、今期の業績予想がそのまま中期経営

計画の最終年度の目標数値となりますので、先ほどの繰り返しになりますが、売上 253 億円、営

業利益で 71 億円の達成を目指してまいります。 

こちらの計画を達成しますと、売上でプラス 10.9%増、営業利益でプラス 11.7%増となりますの

で、最終年度もきっちり 2 桁成長で中期経営計画を着地させてまいります。 
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この 3 年間で取り組んでおります中期経営計画の事業戦略について、方向性に変更はございませ

ん。この図の左下の部分、つまり中小企業向けに実行支援サービスを提供し、この領域でのリーデ

ィングカンパニーとして成長してきた強みはそのままに、全国の中小企業向けに成長実行支援、人

材開発支援、価値向上支援、そして現在ではそれらに加えたニューノーマル化支援等の具体的ソリ

ューションの提案を行っております。 

この領域は、まだまだコンサルティングニーズが顕在化しきれておらず、競合も少なく、将来的に

も魅力的なコンサルティング領域であり、これからもさらなる拡大を目指したいと考えておりま

す。 

本中期経営計画ではこれらに加え、二つの領域を拡大しております。一つが成長著しい DX 支援領

域、一つが中堅企業向け総合経営コンサルティング領域です。 
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こちらについて、直近 3 カ月でグループとしての動きがございましたので、少し詳しくご説明させ

ていただきます。 

まず前回 2 月の決算説明会の際に、ゾーホージャパン様とデジタル人材育成事業における業務提携

契約の締結を行い、船井総研グループが日本国内における、Zoho 製品のデジタル人材育成事業を

独占的に行うとの合意に至った旨をご報告いたしました。その後も当社は事業戦略の一環として、

Zoho を活用した DX コンサルティングを本格化しております。 

中核事業会社の船井総合研究所では、業種別に最適化された Zoho モジュールの開発と提供を進め

ておりますが、同時に先日発刊いたしました解説本「成長企業が選ぶ最強のデジタル変革ツール

『Zoho』」では、書店のビジネスカテゴリーでも 1 位を獲得するなど、企業経営者からも注目さ

れているテーマであることが伺えます。 

実際、コンサルティングにおいて、Zoho を活用したコンサルティング提案を本格化させたのは今

年からですが、実績といたしましては 2022 年 6 月末時点で約 250 社のクライアント企業に Zoho

の導入支援を行うまでに至っております。 
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これは当社のコンサル契約企業が年間約 5,500 社でございますので、まだまだ 4.5%ぐらいの導入

率になりますけれども、今後はこれらの既存顧客はもちろんのこと、新規顧客に対しても Zoho を

活用したコンサルティングを行っていく予定でございます。 

またコンサルティングの展開に伴いまして、ゾーホー社とのパートナーシップも進展いたしまし

た。船井総合研究所に対する認定パートナーの位置づけが、従来の Authorized から 2 段階ステッ

プアップし、日本では唯一のパートナー最高ランクであります Premium に認定されたことを、併

せてご報告申し上げます。 

 

中期経営計画の事業戦略のもう一つのトピックスでございます。既に発表させていただいておりま

すとおり、この 7 月より当社グループのデジタル関連サービス事業の強化を目的に、連結子会社で

ある船井総研コーポレートリレーションズと新和コンピュータサービスの 2 社を合併し、新たに株

式会社船井総研デジタルが誕生いたしました。 

これにより船井総合研究所と連携して、DX 領域のコンサルティングから実装までを一気通貫で提

供する体制の、一歩目を歩むことができました。 
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船井総研デジタルの事業内容は、大きく分けて五つでございます。一つ目がクラウドソリューショ

ン開発事業、二つ目がデジタルマーケティング BPO 事業、三つ目が IT コンサルティング事業、四

つ目がプロダクト開発事業、五つ目がデジタル HR 事業です。 

今回の船井総研デジタルの発足は、今まで十分に対応できていなかった領域もしっかりと埋めてい

き、DX 領域に関しましても中小企業向け総合経営コンサルティングのように、当社がナンバーワ

ンを取れる分野を獲得できるよう、そういった志を持ってスタートした会社です。 

次期中期経営計画においては、当社グループの成長をけん引する中核会社の一つとして成長させた

いという思いでおりますので、ぜひご期待いただけたらと思っております。 

 

続きまして、人財戦略についてご説明いたします。 

まず人財戦略については、現中計では 2019 年末から 3 年間で 300 名の社員増、1,500 名を目指す

計画を立てておりました。 

2021 年末は 1,317 名で、約 100 名強の増加。今年度末も現時点では 1,400 名前後の見通しとなっ

ております。よって中計の目標 1,500 名につきましては、多少時期が後ろ倒しになってしまうかも
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しれませんが、当社において人財採用・育成・定着は将来に向けての投資の位置づけであり、最重

要テーマであることは変わりなく、今後も注力してまいります。 

なおコロナ禍において、コンサルティングのスタイルもリモート支援などを取り入れ、効率性含

め、1 人当たりの生産性が高くなっております。よってコロナ前に想定しておりました 2022 年の

社員数目標 1,500 名が、必ずしもこだわらなくてもよい状態になっており、仮に中期経営計画の人

財戦略の従業員目標が届かなかったとしても、業績面での目標は達成できると見ておりますことは

補足させていただきます。 

そのほか、多様性のある人財の採用や DX 人財の育成に関しましては、計画どおり進捗しておりま

す。 

 

次に財務戦略についてご説明いたします。 

本中期経営計画の期間中は、新型コロナの影響はありながらも、記載の方針に従い、資本効率の向

上や株主還元比率を高めてまいりました。その結果、2020 年度、2021 年度におきましても、当社

が目標としております連結 ROE15%以上、総還元性向 60%以上をともに達成しております。 
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引き続き、中期経営計画の最終年度である今期も、この当初方針を継続し、目標達成を目指してま

いります。 

 

本日、私からの最後のご説明となりますが、配当についてご報告いたします。 

2022 年度の配当は、5 円増配の中間 25 円、期末 28 円の年間 53 円を計画しております。予定通り

の配当となりますと、これで 12 期連続の増配となります。 

今後とも当社グループの持続的成長のもと、配当につきましても持続的に増配できるよう取り組ん

でまいりますので、引き続きご支援のほどよろしくお願いいたします。 

以上で、私からの説明は終了いたします。どうもありがとうございました。 
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質疑応答 

＊説明会の場にてご回答申し上げました内容も含めて、御寄せいただきました全ての質問に対するご回答となります。 

＊質問内容によりましては、補足して回答を記載させて頂いております。 

 

(Q1). 第１Q から第２Q の経営コンサルティング事業の営業利益率の下落幅が例年に比べてやや

大きい印象ですが、その背景をご教示ください。また、第３Q、第４Q に向けての営業利益率の

見通しをご教示ください 

 

(A1) 第１Q の決算の際にも触れましたが、M＆A 仲介の成約、3 月終了の官公庁案件のプロジェク

ト、デジタル関連の補助金事業、これらの売上が今期の第１Q の数字に大きく計上されており、こ

れらのコンサルティング売上増加分が第１Q の経営コンサルティング事業の営業利益率を押し上げ

る要因となりました。そこからの第２Q であったため、下落幅が大きく見えたかもしれません。た

だ、我々としては特に大きな変化があったとは考えておらず、通期で見ますと、当初予定通り 32%

（昨年の旧会計基準ベースで 25％）程度の営業利益率は確保できるのではないかと考えておりま

す。 

 

(Q2). ダイレクトリクルーティング事業の上期の損益実績、および下期の見通しについてご教示

ください。足元でインフレ影響などが企業収益を圧迫していますが、顧客の人材需要回復はど

の程度持続性があると見ていらっしゃいますでしょうか？ 

 

(A2) ダイレクトリクルーティング事業を営んでいる HR Force ですが、おかげさまで上期は 5 億円

弱の売上高、営業利益は約 7 千万円になっております。ただ、上期はまず黒字化を目指すというこ

とで、コストをかなり絞っておりました。しっかり収益が確保できる見通しが立ちましたので、下

期に関しては必要な投資をかけていく予定ですので、年間では単純に上期の営業利益の２倍という

ことではなく、1 億円前後が今期の収益の見通しとなっております。また、インフレその他、人材

需要回復についてですが、お付き合いいただいております顧客の状況を見ますと、コロナ禍のよう

な大幅な減少というのは無く、引続き順調に回復していくものであると見ております。 
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(Q3). 第 1Q のセミナーの開催数が減少したのはなぜでしょうか。クオリティを重視したのでし

ょうか。第 2Q はセミナー数が増加したと思いますが、今後のセミナーの開催数の考え方につい

て教えてください。  

 

(A3) 第１Q のセミナー開催数が減少した点として、まず一つは、経営研究会の無料説明会という新

たな取り組みを今年の第１Q でかなり強化したことが挙げられます。かつてはセミナーの開催から

研究会に誘導するという形でしたが、新たな取り組みとして、この無料説明会を実施したことによ

り、そちらに若干エネルギーがとられてセミナー開催数が減少したということがございます。 

次に、コロナ禍でリモートでのコンサルティング等のウエイトが増えたことで、2021 年において、

新しいビジネスモデルに関して、コンサルタントがしっかり発掘したり、磨きこんだりという事例

の開発スピードが若干落ち、結果的に新しいテーマのセミナー開催が遅れたという点が挙げられ、

これら 2 つが理由であると考えております。現在、対面セミナーのウエイトが増えておりまして、

第２Q 以降、セミナー本数も回復してきておりますし、今後も重要なＫＰＩだという考え方に変わ

りはございません。 

 

(Q4). コンサルタント数が前年同期比減少していると思いますが、今後の増員に向けての追加的

施策を教えてください。 

 

(A4) コンサルタント数の点ですが、当社としても、また事業会社である㈱船井総合研究所として

も、経営の最重要課題の一つとして取り組んでおります。コロナ禍で採用から教育、あるいはコン

サルティングの現場においてもリモート中心になったことにより、コンサルタントの先輩や後輩と

のつながり、あるいはお客様とコンサルタントとのつながりが弱まって、それが船井総合研究所の

仕事の魅力を半減させてしまったという要素がございます。この部分に関しては、対面でしっかり

接点を持ち、コミュニケーションを増やしていくということでカバーしていきたいと思いますし、

また今期も、順調にいけば年収などのコンサルタントの待遇面に関してもスピードをあげて改善で

きると考えております。またキャリア採用に関しても、従来にないチャネル含めて強化しており、

キャリアのコンサルタント数に関しても、過去一番の採用ができる見通しでございます。 
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(Q5). ロジスティクス事業が好調ということですが、競合状況と御社の優位性、今後の持続性に

ついて教えてください。 

 

(A5) 船井総研ロジ㈱という会社は非常にユニークな会社です。まず、物流企業向けのコンサルテ

ィング、そして荷主企業向けの物流戦略等のコンサルティングと、両方の部隊を組織しており、か

つ、我々は物流 BPO 事業と呼んでおりますけれども、物流の現場そのものも持っているという意

味で、他社にない業態をとっております。こうした中で、状況が大きく変化しても、それをタイム

リーにとらえて、コンサルティングや物流現場にフィードバックできることが優位性になっており

ますし、それが今般の結果につながっていると考えております。競合状況については、特に物流企

業にむけたコンサルティングにつきましては、既に他社より抜きんでた存在になっております。荷

主企業向けのコンサルティングに関しては、いわゆる外資系のコンサルティング会社が競合になる

ケースがありますが、最近は我々が主催しているセミナー等を通じて 1 社指名で受注いただくケー

スが増えておりますので、今後も期待していただいて良いのではと考えております。 

 

(Q6). Zoho「Premium」パートナーとなったことで、今後どのようなメリットがあるでしょう

か。 

 

(A6) Zoho は本社がインドにあるグローバル企業です。日本マーケットにおいて唯一のプレミアム

パートナーであることで、ゾーホージャパンだけではなく、インド本社との関係性もしっかり持つ

ことができております。定期的なミーティングの開催、また、日本側のマーケットの要望を伝える

ミーティングを開催するなど、関係性がしっかりできております。また、今後 Zoho の本社に仕事

の依頼や相談があった場合に、プレミアムパートナーである船井総研グループに紹介が流れてくる

可能性が大きい等、様々なメリットがあると考えております。 

 

(Q7). 既存顧客における Zoho の採用率が 4.5％ということですが、どの程度まで採用が拡大する

イメージを持っているでしょうか。中長期的なイメージと、今後実現させるうえでの施策につ

いて教えてください。 

 

(A7) 船井総研グループがデジタルプラットフォーマーと協業した例が過去に２つございまして、

一つは Google、2 つ目は indeed との協業です。それぞれのサービスを導入していただいている割
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合は、既存顧客に対してはおおよそ２割です。例えば、現在の既存顧客数約 5,000 社×20％で計算

すると 1,000 社程度がまず既存顧客に対して広がる可能性があろうかと考えております。また、全

くコンサルティングでお付き合いがなくても、Zoho モジュール開発あるいは Zoho サービスに関

してご相談があり、新規にお付き合いが始まるケースがその先に広がっていると考えております。 

 

     以上 

 


